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１．なぜ今国際ルール作りなのか 

• 新しい国際分業「第２のアンバンドリング」が
新たな国際経済秩序を求めている。 
– 東アジア、製造業に関してはもっとも進んでいる。 

• TPP交渉が世界中のルール構築競争を喚起。 
– 中国、ASEAN、EU、．．．。 

• 日本、農業の国境措置撤廃が経済外交の自
由度確保の必要条件。 
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２．ASEAN・東アジアの直面する課題 
• 新しい国際分業を駆使した経済成長戦略 

– 生産ネットワーク、第2のアンバンドリング、生産工
程・タスク単位の国際分業、サプライチェーン 

– 製造業に関しては東アジアが世界をリード 
– 工業化・経済成長の加速 

• 開発格差の是正、中進国からのステップアップ 
– 連結性の向上、地場・中小企業振興による格差是正 
– 産業集積の形成、技術移転・漏出の加速、イノベー
ションの創出、人的資源の開発による先進国への道 

• “ASEAN centrality”の可能な限りの維持 
– 日中韓の異なる思惑、新興国の国際ルールへの取
り込み 
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The 2nd Unbundling 
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The 2nd unbundling, i.e., international division of labor in terms of production processes 
and tasks, has developed since the 1980s. 
The 2nd unbundling in the manufacturing sector is most advanced in East Asia. 

Source: Baldwin. 4 
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1) Two-way flows of goods, ideas, technology, 
capital, and technicians.

2) Investment and application of technical, 
managerial and market know-how abroad.

Connecting factory & doing business abroad: The 
“trade-investment-services nexus”

Source: The original is in Baldwin (2011), slightly modified by the author. 

The 1st and the 2nd unbundling 
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PB: 生産ブロック 
SL: サービス・リンク 

フラグメンテーション以前 

フラグメンテーション後 

フラグメンテーション理論：生産ブロックとサービス・リンク 
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世界各国の製造業品輸出入に占める機械・機械部品の比率 
    （2007年） 
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Source: Kimura and Obashi (2010). 
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生産ネットワークの構造：アメリカ＝メキシコと東アジア 

アメリカ 

メキシコ 

消費市場 

本社または子会社 

同じ企業国籍の別企業 

他の企業国籍の別企業 

アメリカ 

消費市場 

消費市場 

日本 

韓国 

ベトナム 

マレーシア 

フィリピン 

台湾 

インターネット 
オークション 

産業集積 

産業集積 



Industrial Agglomeration in Bangkok 

Note:  The circle of 100km is added by the author (Original source:  Board of Investment, Thailand)   
Source: ERIA (2010). 9 2013/03/22 



一人当たりGDP (USドル・名目） 1995 2000 2008 2020 （推計値） 

オーストラリア 19,915 19,508 45,062 66,073 

シンガポール 24,220 23,073 39,422 58,006 

ブルネイ 16,050 17,996 35,626 57,858 

日本 41,833 36,835 38,581 49,164 

ニュージーランド 16,640 13,613 29,860 42,080 

韓国 11,581 11,488 19,295 33,648 

マレーシア 4,314 4,030 8,197 14,454 

タイ 2,794 1,968 4,055 10,531 

中国 601 946 3,235 8,671 

インドネシア 1,056 804 2,247 6,859 

フィリピン 1,059 977 1,847 6,675 

ベトナム 284 396 1,041 3,800 

インド 350 411 960 3,584 

カンボジア 303 287 754 2,336 

ラオス 370 303 852 1,948 

ミャンマー 125 191 529 1,172 

拡大東アジア平均 2,847 2,660 4,277 8,579 

出所：Fujimoto, Hara, and Kimura (2010). 

拡大東アジア諸国の所得水準 
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３．戦略設定の理論的背景 

• 第2のアンバンドリングを支える3つの費用削
減 
– 生産ネットワーク構築費用の軽減 
– 生産ブロックを結ぶサービス・リンク費用の削減 
– 生産ブロック内の生産費用の削減 

• ボトルネック解消による生産ネットワークの拡
大、産業集積の形成 

• ハイレベルFTA（たとえばTPP）と開発アジェン
ダの間の補完 
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ネットワーク・セットアッ
プ・コストの軽減 

サービス・リンク・コストの
軽減 

生産コストそのものの軽
減 

ハイレベルFTAs 

• 投資自由化 
• 知財保護 
• 競争政策 

• 関税撤廃 
• 貿易円滑化 
• 制度的連結性の向

上 

• 生産支持型サービス
の自由化 

• 投資自由化 

開発アジェンダ 

• 投資円滑化・投資促
進 

• 物理的連結性の向
上（ハード・ソフトのロ
ジスティクス・インフラ
の整備を含む） 

• 経済活動における取
引費用の軽減 

• 電力供給、経済特区
等のインフラ・サービ
ス向上 

• 中小企業振興を通じ
ての集積の利益の拡
大 

• イノヴェーションの強
化 

第2のアンバンドリング活性化のための政策 
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４．いかにアジアの成長を取り込むか 

• 第2のアンバンドリングと日本・日本企業 
– 日本製造業企業の東アジアでの活動拡大、日本
国内の雇用を創出（Ando and Kimura (2012b)）。 

– ただし、世界金融危機では輸出のextensive 
marginの恒常的縮小が見られた（Ando and 
Kimura (2012a)。 

– 成長を取り込めるよう、日本自身の立地の優位
性の改善を。 
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15 

Domestic employment 

2013/03/22 

Source: Ando and Kimura (2012b). 
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Domestic employment 
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Source: Ando and Kimura (2012b). 
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日本の月次輸出額（輸出物価指数で実質化、USドルベース） 

18 2013/03/22 Source: Ando and Kimura (2012a). 



日本の月次輸出のextensive margin（輸出品目数ｘ輸出先国数） 

19 2013/03/22 Source: Ando and Kimura (2012a). 



５．日本の成長戦略と経済外交 
• 日本がTPP交渉にしっかりと参加できれば、 

– TPP：credibilityの獲得、ドミノ効果。 
– 日中韓FTA：加速、高度化。 
– RCEP：加速、高度化、開発格差是正の要素を付加。 
– 東アジア：EUその他の域外諸国にとってさらに魅力を増
す。 

– 日本の成長戦略とのリンク確立。 
• 前世紀からの積み残し、農業に関する国境措置撤廃
が前提。 

• TPPと日中韓FTA、東アジア経済統合を並行して進める
ことにより、新たな国際経済秩序の実現を。 
– Defensive agenda: 国内改革と要求拒否の見極めが重要。 
– Offensive agenda: 徹底した洗い出しを。 
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OECD諸国の農業保護：生産者支持推計 
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Sd 

Dd 

x 0 

p 

p* 

(1+t)p* 
関税（国境措置）が賦課された場合の消費点 

国内生産補助金が賦与された場合の消費点 

関税（国境措置）と国内生産補助金の経済効果：部分均衡アプローチ（小国のケース） 
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